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【要旨】
本研究では， 2009年から2017年に公表された 「地域包括ケア研究会報告書」や国会会
議録，社会保障審議会介護保険部会の会議録等から， 地域包括ケアシステムにおける「住
まい」がどのよう に議論されてきたかを明らかにする.資料を分析した結果，地域包括ケ
アシステムにおける 「住まい」のありょうを検討するには3つの課題があることが明らか
になった. 一つ目は， I住み慣れた地域」の範囲が不明瞭であること，二つ目はケアと住
まいの関係が明確になっていないこと， 三つめは持ち家の環境整備が含まれていないこと
である.一つ目の「住み慣れた地域」の範囲が不明瞭な点については，今後自治体が作成
する高齢者居住安定確保計画に着目 し，それぞれの自治体が考える「住み慣れた地域」と
してイメージする範囲を分析することが必要である.二つ自の住まいとケアの関係が明確
でない点については，今後ケアと住まいを分離する方策を指向するなら， I定期巡回 ・随
時対応型介護看護」サービスが利用されない原因を分析することが不可欠となる.ケアと
住まいの位置づけについては，福祉行政と住宅行政の担当者が顔の見える連携をはかり，
各自治体の中で住まいとケアをどのように関係づけるか方向性を示すことが求められる.
三つ目の持ち家の環境整備の推進については，高齢者の8剖が暮らす持ち家の環境整備を
積極的に推奨し， 環境整備の重要性を認識させる働きかけを進めるこ とが必要だと考え
る.
KEYWORDS:地域包括ケアシステム，住まい，高齢者
??
阿部真智子
1 .研究の背景と目的
団塊の世代が75歳を迎える2025年に向けて，わが国
では地域包括ケアシステムの構築・ 推進が図られてい
る.地域包括ケアシステムとは，医療 ・介護総合確保
法 l第2条に「地域の実情に応じて，高齢者が，可能な
限り，住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した
日常生活者E営むことができるよう，医療，介護，介護予
防(要介護状態若しくは要支援状態となるこ との予防又
は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の
防止をいう.)，住まい及び自立した日常生活の支援が包
括的に確保される体制J(下線は筆者による)とされて
いる.つまり地域包括ケアシステムでは， 1住み慣れた
地域」が基盤である.
2012年に出された老健局長通知では， 1高齢者が住み
慣れた地域で安心して暮らし続けるためには，医療，介
護，予防，住まい， 生活支援サービスを切れ目なく提供
する 『地域包括ケアシステム』の構築が必要である」と
あり， 二木 lはこの通知が出されて以降， 1地域包括ケ
アシステムは，~医療，介護，予防，住まい，生活支援
サービス』の5つの要素から構成されることが確定」し
たと述べている.
以上からわかるように， 1住まい」は地域包括ケアシ
ステムの構成要素の一つである.にもかかわらず「住ま
い」を取り上げた研究は限られている. 1サービス付き
高齢者向け住宅J(以下，サ高住)に焦点をあてたもの
は複数あるものの2-7 1現在のところ，サービス付き
高齢者向け住宅の整備が唯一の具体的な高齢者施策であ
るが，高齢者の持家率が8割を超える中，自宅でどう暮
らすかという議論はほとんどないJ8や「地域包括ケア
研究会において，住まい・住まい方，生活支援について
は 『前提』とされているが，研究の進捗状況とは軍離が
みられるJ9といった指摘がある.ヂ|上10，Iは「多様性
を備えた 『住まい』は明確な定義を付与されないまま，
地域包括ケアのあらゆる場面でふわふわと利用されてい
る ケアの専門家はサポート，ケア，愛着といった側面
から 『住まい』を語弘法律家は契約の側面から 『住ま
い』を語る， Jと述べ， 1住まい」をどのようにとらえ
るか確定したものはない.
以上から，地域包括ケアシステムの構成要素の lつで
ある「住まい」がこれまでどのような文脈の中で語られ
てきたのか，またどのような意味を持って議論されてき
たのかを明らかにすることは重要である.
そこで本論では，これまでの地域包括ケア研究会が公
表した報告書や，介護保険法や改正高齢者住まい法l¥
改正住宅セーフテイネッ ト法i等にかかる国会での議
論，社会保障審議会等の議事録等を用いて，地域包括
ケアシステムにおける「住まい」がどのような意味を
もって議論されてきたのかを明らかにし，そとで生じ
る課題を検討する.本論では，自宅やサ高住はもちろ
ん，施設も「住まい」のー形態と考える.このため，
居住場所そ表す用語を 「住まい」と表記し，そこでの
生活の営み，暮ら し方を「住まい方」と表記する.
2.研究の方法
本研究では上記の目的を明らかにするために，資料
や文献を網羅的・探索的に検討する.用いる資料や文
献は以|ごの通りである lV
-地域包括ケア研究会報告書 (2009年， 2010年，
2013年， 2014年， 2016年， 2017年(いずれも公表さ
れた年))12-17， 
-地域包括ケアシステムにかかわる発言が記載された
「匡|会会議録JV， 
・新たな住宅セーフテイネッ ト検討小委員会「議事
録J(第 11fi:1 ~第 4 回).
・社会保障審議会，介護保険部会の「議事録J1資
料J，
3.地域包括ケア研究会報告書における「住まいJの
取り上げられ方とその変遷
これまでに公表された地域包括ケア研究会報告書は
6本ある.それぞれの報告書の中で「住まい」につい
て論述された内容に着目する.
3. (1) 12009年報告書」
「地域包括ケア研究会報告書一今後の検討のための
論点整理一(平成21年公表)J(以下， 12009年報告
書J)は，1地域包括ケア研究会」が最初に公表した報
告書である.ここには地域包括ケアシステムの定義が
あり，その中に「住宅」 に関する記述がある 「三ニ
ズに応じた住宅が提供されることを基本と した上で，
生活上の安全・安心・健康を確保するために，医療や
介護のみならず，福祉サービスを含めた様々な生活支
援サービスが日常生活の場(日常生活圏域)で適切に
提供できるような地域での体制J(下線は筆者による.
図4に反映，以下同様).住む人のニーズとは，医療的
ニーズ，介護ニーズ等多岐にわたることから， 1ニーズ
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に応じた住宅」の範囲は広くとらえることができる.
また 12.地域包括ケアシステムを支えるサービ
ス」の中にも 「住宅に係るサービス」や「居住環境の整
備」といった記述がある. 1住宅に係るサービス」で
は. 1個人が尊厳ある生活を地域の中で送るためには，
居住環境が整備された住宅を個人が選択できることが前
提となる」とある.ここから居住環境が整備された住宅
を選択できるこ とが地域の中で尊厳ある生活をおくるた
めの前提として考えられていることがわかる.
この後には，国・地方自治体の社会保障部門と住宅部
門の連携・分担のあり方を早急に1確立すべきや，高齢者
専用賃貸住宅や高齢者優良賃貸住宅，有料老人ホームと
いった複数の高齢者向けの住宅の仕組みが分かりにくい
といった指摘がある 他にも，住宅の質の確保，住み
替え時の支援策， 低所得高齢者の居住場所確保が必要で
あるととも述べている.また「居住環境の整備」の項目
では，介護保険施設の個室ユニッ ト化の推進について述
べ，施設内の居住環境をとりあげている.
以上から 12009年報告書」では，高IJ題に「今後の検
討のための論点整理Jとあるように，高齢者の「住ま
い」にかかるさまざまな謀題が列挙されている.望ま
しい「住まい」については. 1居住環境が整備された住
宅」という表現にとどまっている.
3. (2) 12010年報告書」
「地域包括ケア研究会報告書(平成22年3月公表)J
(以下. 12010年報告書J)では. 1地域居住(エイジン
グインプレイス)Jの思想、が登場する.
本報告書では，地域居住とは「住み慣れた地域で高齢
者の生活を支えること」を意味し，地域居住を実現する
ためには. 1従来の施設において一体的に提供されてい
た「ケア|と 「住まい |の機能を分離し，ケアサービス
を外部化することが鍵となる」と論じる.高齢者住宅
叫についても. 1その時々の高齢者の状態の変化に応じ
て，必要かつ適切なケアを効率的に組み合わせて立ニζ
スが外付けで提供される」と記されている.以上から同
報告書では. 1地域居住(エイジングインプレイス)Jの
思想を踏まえ，高齢者住宅では「住まい」と「ケア|の
盆盤を指向する様子が読み取れる. 1ケアJと 「住ま
い」の機能分離という考えは，この報告書以降，何度か
登場する.
一方，病院や施設については， リハビリテーションス
タッフが重点的に配置された施設を 「病院と住まいの中
阻血設J. こうした機能のない従来型の介護保険施設を
「ケアが組み合わされた集合住宅」 と整理している.
他にも 12010年報告書」では. 1在宅」と「住み慣
れた地域」の言葉の意味を記している. 1在宅」 を 「現
役世代から住んでいる自宅に限定されるものでなく，企
諮が必要になっても住み続けることができる集合住宅な
どに住み替えることも含んだ広義の概念」とし. 1住み
慣れた地域」そ「現役世代のときに住んでいた地域や住
居に固執した概念ではなく，本人が住み続けたいと考え
る地域を本人が選択するという広い意味で捉えるべき」
としている.
ここから同報告書でいう「在宅」や「住み慣れた地
域」は，高齢者がそれまで生活してきた自宅(持ち家，
賃貸を問わず)で住み続けることを意味するものではな
いことがわかる
3. (3) 12013年報告書」
「地域包括ケア研究会 地域包活ケアシステムの構
築における今後の検討のための論点(平成25年3月公
表)J(以下.12013年報告書J)では，植木鉢の図(図
1)が示された.そしてこれまでの「住まいJが「すま
いとすまい方」にわけられ.1介護J.1医療J.1予防」
の前提と して整備される.1植木鉢」に例えられた.
すましEとすまい15
者ベ・家族の選択とit，¥儲孔
図1 地域包括ケアシステムとは
(出典 f2013年報告書J)
12013年報告書」 では， 住まい方に関する 2つの考
えが記されている. 一つは 「高齢者本人の希望にかな
った住まいが確保されていることJ.もう一つは 「高齢
者のプライパシーと尊厳が十分に守られた住環境」であ
る.高齢者の主体性や，そこでどのような生活を送るの
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かといった視点が加わっている.
また「持ち家」について書かれている点が従来の報告
書と異なる. 1持ち家の場合は，介護が必要になったと
きに，自らの家でできる限り在宅生活を継続できるよ
う，高齢者自身も介護環境の整備に努めることが重要」
とある.これは住宅改善を意図したものであろう.高齢
者にとって住み慣れた住宅で生活を継続することは，多
くの高齢者にとって現実的であり，生活継続の視点が含
まれている.
そしてこれまで同様に高齢者向け住宅等への住み替え 図2 1"支援 ・サービス"を受ける場所」と「住まい」
に関する記述 (1ライフステージに応じた適切な住み替
之という選択も尊重されてよいだろうJ)もある.
他にも 「低所得 ・低資産高齢者の住まいの確保」に着
目している点も同報告書の特徴である. 12009年報告
書」 にも 「低所得者に対する居住場所の確保」が記され
たが.12013年報告書」はさらに踏み込んだ内容となっ
ている.こうした人の居住場所の確保のために「①低廉
な家賃を実現するために既存ストックを活用するJ.1② 
相当量の供給を実現するために民間事業者の協力を求め
る」といった 2つの方策が明記された.
12013年報告書」では.1住まい方」という視点が入
り，高齢者自身が行う「介護環境の整備」が加わった.
また「低所得・低資産の高齢者の住まいの確保」の具体
策が記された点が，本報告書の特徴といえる.
3. (4) 12014年報告書」
「地域包括ケア研究会 地域包括ケアシステムを構築
するための制度論等に関する調査研究事業報告書(平成
26年3月公表)J(以下. 12014年報告書J)では，住ま
いを明確に区分している. 1“支援 ・サービス"を受ける
場所」を「主主主J1匡盈盤盟J1住まいと医療機関の中
盟堕蓋」の3つに分類し 1住まい」を「一般住宅(持
ち家 ・賃貸)J， I高齢者向け住宅(持ち家 ・賃貸)J， I重
度者向けの住まい」に区分けした(図2). 
くわえて「いずれの 『住まい』でも，必要な“支援・
サービス"を外部事業者のサービス提供も含めて柔軟に
組み合わせて利用しながら生活できるJ1すべての 『住
まい』は. Ir住み慣れた地域』での生活を保障するもの
である」としている.
12010年報告書」では「病院と住まいの中間施設J.
「ケアが組み合わされた集合住宅」の2つが示されたの
に対し.12014年報告書」 では医療機関が加わった点が
新しい.
(出典 12014年報告書」より筆者作成)
12014年報告書」では.1高齢者向け住宅」と「重
度者向けの住まいJ. 1住まいと医療機関の中間施設J.
「医療機関」について詳細な説明がある.
「高齢者向け住宅」とは. 1一般住宅での生活の継
続が難しい(見込みがある)場合に住み替える 『住ま
ど.JJとある.さらに「日常生活圏域への立地を前提
に，基本的な見守りサービスや相談機能，生活支援機能
だけでなく，心身の状態が変化した場合や，特別なケア
が必要な場合に，住宅内外のサービスを適切に組み合わ
せてケアを提供できる体制の構築が求められる」とあ
る.また「入居者が 『地域住民』として生活できるよ
う，地域における交涜や社会参加の機会が確保された生
活空間として位置づけられる」とあることから，地域と
高齢者向け住宅の関係にも目が向けられている.
「重度者向け住まい」では.1一般住宅や高齢者向け
住宅に重度者向けサービスを提供できる体制の構築が，
一義的には重要である」とあることから. 1一般住宅」
や「高齢者向け住宅」の一部が「重度者向けの住まい」
となることが読み取れる.だが「重度者向けの住まい」
は. IIr高齢者向け住宅』の利用が難しい低所得の重度の
高齢者の利用が中心になると考えられる」とある.ここ
から，所得の差が住まいの違いにも影響すると考えられ
る.
「医療機関」については. 1現行の療養病床が担って
いるような役割を果たす施設サービスによる対応も考え
られ，その必要性や具体的な体制の整備については予め
想定しておく取組が必要となる」 とあるととから，施設
の中で医療的ケアが行われる可能性を示唆している.
また. 1住まいと医療機関の中間施設Jについては
「医療 ・看護 ・介護 ・リハビリテーションを一体的・集
中的に提供する施設JIIr住まい』に戻ることを前提とし
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て， 数か月までの短期間の利用の中で， ADL向上を目的
としたリハビリテーション等を提供する」とあり，その
役割は明確である.
3. (5) 12016年報告書」
「地域包括ケア研究会 地域包括ケアシステムと地域
マネジメ ント(平成28年3月公表)J(以下， 12016年
報告書J)では， 2040年に向けた地域包括ケアシステム
の展望が語られた.報告書のタイ トルに 「地域マネジメ
ント」とあるように，内容の中心は，自治体による地域
マネジメン ト，地域マネジメン トの強化である.
このため， 1住まい(すまいとすまい方)Jに関する記
述は限られ，唯一あるのは新しい植木鉢図(図 3)にと
どまる.
持議事紡・~J義変説
?J-まいとすまい打
失〈の滋釈と本人・家族のむ噂吉永
図3 進化する地域包括ケアシステムの「植木鉢」
(出典 12016年報告書J)
3. (6) 12017年報告書」
「地域包括ケア研究会報告書 2040年に向けた
挑戦 (平成29年3月公表)J (以下， 12017年報告
書J)では，前年の報告書と異なり「住まい」に関する
記述は多い.中重度者の場合， 1住まいや住まい方は，
個人の選択にゆだねられるものであるが，心身の状態が
悪化していく過程において とりわけ医療サービスが必
要な段階にあっては，必要なサービスが組み合わされた
自宅以外の住まいが地域の中の選摂肢として提示されて
いることが望ましいだろう」と，自宅以外の住まいも選
択肢として示している.
12010年報告書Jでは 「サービスの外付け」に触れ
ていたものの， 12017年報告書」では， 1集住型であっ
ても外付けサービスで対応するのか.ある程度，事業所
の内部に医療サービスを位置づけるかなど.地域の医療
資源、の状況も含め. まさにそれぞれの地域住民のニーズ
に合った住まい政策の推進が必要」と地域の社会資源を
踏まえた住まい政策に言及している
また， 低所得者向けの住まいについても「畳屋主牟童
住宅や民間賃貸住宅等に円滑に入居できる支援を行うと
ともに，安心して暮らせる地域の体制整備が必要」と，
初めて公営住宅について言及している.
これまでの報告書の中で住宅と福祉施策の連携の必要
性について説かれてきたがベ 12017年報告書」ではそ
の難しさが述べられている. 11住まい』を担当する部
局は，公営住宅等がある市町村を除けば限られており，
住まいを巻き込んだ議論は 市町村にとってはいまだハ
ードルの高い分野J，1ハード面を専門とする住宅の担当
者の視点、からみた地域包括ケアシステムは，使用する用
語や考え方も異なるため，暮らし全体を支えるソフト面
も含めた「住まい」論に，主体的に関わるのは難しい」
といった内容である 単に連携を進めるととを示すので
はなく，連携するうえでの課題について記している点
が，本報告書の特徴といえる.
4.地域包括ケアシステムの「住まし、」にかかわる3つ
の課題と対策
「地域包括ケア研究会報告書」は，地域包括ケアシス
テムの基礎的な考え方や政策の方向性について社会に提
案するもので，必ずしも実際の施策に結び付くものでは
ない.だが，施策の方向性に示唆を与えるものだと考え
られる.これまでの報告書で語られた「住まい」やそれ
にかかる内容を整理すると，図 4のようにあらわすこと
ができる.ここから，今後検討が必要な3つの課題がみ
えてくる.国会会議録や社会保障審議会介護保険部会等
の会議録等を参照し，近年の住宅政策や介護サービスの
現状と照らして， 3つの課題に対する対策を検討する.
課題の一つ目は， 1住み慣れた地域」で暮らしていく
ことが実際に可能であるかという点である.地域の範囲
が明瞭でなく，そこにある社会資源もさまざまな中，果
たして高齢者が「住み慣れた地域Jで暮らしていくこと
は可能だろうか.
この問題に対する国の意向を理解するには，国会会議
録が参考になる.2014 (平成26)年3月19日の参議院
予算委員会において，田村憲久厚生労働大臣は，1盟主
盤整区で医療，介護，それから予防，さらには生活支
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図4 地域包括ケア研究会報告書における住まいにかかる内容
援，住まい， こういうものが一休的にサービスとして提
供できる，そういうような地域づくり，これをしっかり
していくことが必要」と発言している.ここから，I住
み慣れた地域」とは 「中学校校区」を指していることが
読みとれる.
また， 2014 (平成26)年5月7日の衆議院厚生労働
委員会で析谷敬悟氏は，次のように指摘している.
「可能な限り，住み慣れた地域で」というフレーズ，
これは，私は，もう既に， 国民あるいは高齢者自身に誤
解を与えるのではないか.また厚労省の高齢者へのリッ
プサービスじゃないの，いささかリアリティーに欠ける
文言ではないかと. (中略)I高齢者が，可能な限り，
住み慣れた地域で」というこの形容詞を取っ払って，単
に，地域で、その有する能力に応じてというような書き方
が本当はよかったんではないかなと思うんですが，大臣
の御所見を伺いたいと思います.
これに対して，田村厚生労働大臣は，次のように答え
ている
可能な限りでございますので，可能でない方はそう
はいかないわけであります.高齢者の方々が，その人
らしい生活，それに支障を生じない限りは，やはり，
それはもちろん住みたくなければ別でありますけれど
件付けサービスで対
応するか、事業所の
内部に医療サービス
を位置Eづけるか、地
織住民のニーズに合
った住まい政策の推
進が必要
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段階必要なサピス
が組み合わされた自宅
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として提示されること
が望ましい
く高齢者向け住宅〉
一般住宅での生活の
〈重度者向け住宅〉
低所得の重度の高齢
者の利用が中心
低廉な公営住宅や民間
賃貸住宅等に円滑に入
居できる支1霊を行う
「医僚機関」
住宅の担当者は暮らし
全体を支えるソフト函
も含めた「住まい」論
に、 主体的に関わるの
は難しい
「住まいと医療機関
の中間施設J
も，その地域でお住みになられたいということであれ
ばそれを支援する，そのような思いが入っておるわけ
であります.
以上の厚生労働大臣の発言から， I住み慣れた地域」
は 「中学校区」として想定され， I住み慣れた地域」に
暮らし続けるこ とができるか否かは，医療や介護，予
防， 生活支援サー ビス， 多様な形態の住まいが整備され
ているかどうかで変わってくると考えられていることが
わかる.また， I可能な限り」という一言から，誰もが
「住み慣れた地域」で暮らすことができるとも考えてい
ない.
高齢者住まい法に基づく 「高齢者の居住の安定の確保
に関する基本的な方針」では，都道府県が定める住生活
基本計画と都道府県老人福祉計画及び都道府県介護保険
事業支援計画は調和を図りつつ，高齢者居住安定確保計
画を策定することが望ましい，とある.また市町村にお
いても， 当該市町村の区域内における高齢者の居住の安
定の確保に関する計画(市町村の定める高齢者居住安定
確保計画)を定める乙とが望ましいとされている.
今後，各自治体が作成するこれらの計画を分析するこ
とで，住み続けることができる 「住み慣れた地域Jがど
のくらいあるのかが明らかにできる.大都市圏，人口減
??
地域包指ケアシステムにおける 「住まし、」にかかわる 3つの課題とその対策
少地域等，社会資源の整備状況が異なるさまざまな地域
で「住み慣れた地域」で暮らし続けることが可能な地域
がどのくらいあるのか，今後検証が必要であろう.
二つ目の課題は，ケアと住まいの関係である.これま
での報告書では. 1ケアと住まいの分離」や「ケアの外
付け，内包」といった考えが示されている.ケアと住ま
いを分離した住まいを用意するのか，ケアを附設した住
まいを整備するのか，あるいは地域の中に両者を混在さ
せるのか，その方針は定まっていない.
「ケアと住まい」の関係を問う議論が起こった背景に
は. 1地域居住(エイジングインプレイス)Jの思想が日
本にもたらされたととと，ケアサービスが内包された高
齢者向け住宅で居住者に不要なサービスが提供された問
題が影響している.
今後. 1ケア」と「住まい」の関係を検討する場合，
次の 2点を明らかにすることが必要であろう. 一つ目
は. 1定期巡回・随時対応型介護看護」のサービスの実
績とその効果の検証である.2012 (平成24)年4月に
本サービスが導入された際，このサービスがあれば、どの
ような 「住まい」であっても，高齢者の居住継続が可能
だと期待された.しかし， 実際にサービスを展開する事
業所は少なく，サービス導入から 4年経った時点でも指
定事業者数は735か所 (2016(平成28)年10月l日時
点)川にとどまっている 事業所が増えない理由を. 24 
時間在宅ケア研究会18は 「普及・拡大を阻む要因は需
給両面にあると考えられる.需要面ではサービスの認知
が十分でないこと，また供給面ではサービスの採算性へ
の不安による事業者参入不足や質の確保に対する不安が
考えられる」と指摘する.今後，ケアと住まいの分離を
志向するならば「定期巡回・随時対応型介護看護」の謀
題解決が望まれる.
二つ目は，福祉行政と住宅(建築)行政の連携であ
る. 1986年に当時の厚生省，建設省が初めて共同所管
として，シルバーハウジング事業に取り組んで以降，福
祉行政と住宅行政の連携が進められてきた. 2016 (平
成28)年からは，両省の関係局長級で構成する「福
祉・住宅行政の連携強化のための連絡協議会」が聞かれ
ている.
だが，今後もハコモノは住宅行政が作り，サービスを
福祉行政が整備する連携の仕方では，これまでと同じ問
題が繰り返されるだろう. 1住まい」の中でどのような
生活が営まれているのかを住宅関係者が理解する，安心
した生活を継続するためにはどのような「住まい」が必
要なのかを福祉関係者が考え，そして互いに意見交換を
するといった機会が必要である.
12017年報告書」では，両者の連携が進みにくい理
由が指摘されている.ここから今後の連携の仕方はこれ
までより工夫されると考えられる.それぞれがどのよう
な課題を抱えているかを共有した上で，有機的な連携の
方策を考えることが求められる.
課題の三つ目は，持ち家の環境整備である. 1高齢者
の持家率が8割を超えるlこ|コ，自宅でどう暮らすかという
議論はほとんどないJ8とあるよう に，地域包括ケア研
究会報告書の中でも，持ち家の整備については 12013
年報告書」で触れられたのみにとどまる.高齢者の8害Ij
が持ち家で暮らす中，持ち家の環境整備も地域包括ケア
システムの議論の中に据えるべきである.
現在，介護保険サービスの一つに「住宅改修」がある
が，サービス導入時から対象となる工事内容や給付され
る金額(上限20万円)は変わっていない.2016 (平成
28)年7月20日の第60回社会保障審議会介護保険部会
19では住宅改修について議論された.厚生労働省の佐藤
高齢者支援課長は 1住宅改修は，段差の解消や手すり
の設置などを通じまして，高齢者の自立を支援するとい
う役割を担っております.Jと自立支援につながるもの
と認識している.ただ「住宅改修は，個人資産の形成に
つながる面がある.また，持ち家の居住者と改修の自由
度の低い借家の居住者との受益の均衡を考慮すれば，給
付の対象は小規模なものに限定」されるとし，今後サー
ビス内容の拡大については検討していない.
高齢者の8割が暮らす持ち家が，個人の資産形成につ
ながるという理由で環境整備が進まなければ「住み慣れ
た地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営
む」ことは難しいだろう.ヨーロッパでは 「住まい」は
社会政策の一つに位置付いている.地域包括ケアシステ
ムの前提に「住まい」があるのであれば，高齢者の8害IJ
が住む持ち家に対して従来通りの捉え方でよいのか検討
すべきではないだろうか.
5.おわりに
2009年から2017年にかけて公表された 「地域包括ケ
ア研究会報告書」から，地域包括ケアシステムにおける
「住まい」がどのようなに考えられてきたのかを明らか
にした.
ことから次の対策が必要だと考える.①「住み慣れた
地域Jで果たして暮らせるのか，高齢者居住安定確保計
???
?
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画等そ分析し， r住み慣れた地域」で暮らし続けられる
地域がどのくらいあるのか検証すること， ②ケアと住ま
いの関係は方向性が示されていないことから， r定期巡
回・随時対応型介護看護」サービスの課題を解決するこ
と，また福祉行政と住宅行政の有機的な連携の方策を考
えること，③高齢者の8割が暮らす持ち家への整備を，
改めて社会保障のーっとして検討すること.今後，地域
包括ケアシステムを高齢者の生活を支える仕組みにする
ためには， r住まい」にかかる議論を積極的に行う乙と
が欠かせない.
上記の対策に取り組むには，住まいの問題を社会政策
の観点から議論することが不可欠である.複数の研究者
が社会政策や社会保障の一環として住宅政策を議論する
重要性を説いているものの20，21 実際の住宅政策は経
済政策の一環として位置づけられてきた.地域の中で住
み続けることを考えるためには， r住まい」を社会福祉
政策のーっとして考えることが必要といえる
注)
i )医療・介護総合確保法とは，正式名称「地域におけ
る医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係
法律の整備等に関する法律」のことである.
i)高齢者住まい法とは 正式名称「高齢者の居住の安
定確保に関する法律」のことである
出)住宅セーフテイネット法とは，正式名称 「住宅確
保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法
律」の乙とである.
iv)厚生労働省と国土交通省の関係局職員による情報共
有や協議を行うための連絡協議会として， 2016 (平
成28)年から「福祉・住宅行政の連携強化のための
連絡協議会」が開かれている.福祉・住宅行政の連携
といった観点から重要な資料ではあるものの，連絡協
議会に提出された「資料」のみ一般開示され， r議事
録」の公聞は行われていない.このため，本研究では
検討資料として用いていない.
v)国会図書館のホームページ内にある国会会議録検
索システムを利用して， r地域包括ケアJr住まい」と
いう 2つのキーワードを含むすべての会議録を参照し
た.
vi)本論では 「高齢者住宅Jr高齢者向け住宅」という
2つの用語を用いるが，いずれも高齢者が居住する住
宅を意味する.地域包括ケア研究会報告書でも両方の
用語が用いられている.
vi)各報告書における福祉と住宅施策の連携に関する記
述は以下の通りである.
r2009年報告書J: r国 ・地方自治体の社会保障部門
と住宅部門の連携・分担の在り方を早急に確立すべき
ではないか，J 
r2010年報告書J: r高齢者の終の棲家と してのニー
ズを施設，特に特別養護老人ホームが代替している現
状にかんがみ，諸外国に比して整備が遅れている高齢
者住宅の整備と上記の在宅拠点整備を国土交通省と連
携強化して計画的に整備する，J
r2013年報告書J: r地域包括ケアシステムの構築に
あたっては，介護保険法において，国・地方自治体に
対し，介護や生活支援に関する施策と居住に関する施
策との有機的な連携と包括的な推進に関する努力義務
が課されている.J
vii)同じ時点、 (2016(平成28)年10月l日)で， 訪問
介護事業所は35，013か所，小規模多機能型居宅介護
は5，125か所である.他のサービスに比べ， r定期巡
回・随時対応型介護看護」の増加率は低い.
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Abstract 
This study intends to clarify how and in what sense “living places" in regional 
comprehensive care systems were discussed in the “Reports of the Workshops on Regional 
Comprehensive Care" published in 2009 through 2017， in the diet conference minutes， and 
in the minutes of the Social Security Council Long-Term Care Insurance working group. 
The study shows that there exist 3 issues on“living places" in regional comprehensive care 
systems. The first issue is that the range of “familiar territory" is not clear; the second is 
that the relationship between care and living place is not elucidated; and the third is that 
the environmental improvement of the living conditions of owned houses is not considered. 
Regarding the first point， itis necessary to focus on a plan for “securement of a stable 
supply of elderly people's housing，" which will be prepared by local governments， and 
analyze the range of“familiar territory" proposed by each local government. 
With respect to the second point， the lack of clarity in the relationship between living 
place and care， itis necessary to analyze why the service of“regular home visitation and 
as-needed visitatiolrtype nursing care" is not utilized， ifwe choose to adopt measures to 
separate care and living places. Moreover， regarding the positioning of care and living 
places， itwill be necessary for each person in charge of welfare or housing administration 
to retain face-to-face communication between them and give clear directions on how to 
correlate living places and care in the local government. 
Regarding the third point， the promotion of environmental improvement of the living 
conditions of owned houses， itis necessary to aggressively promote the improvement of 
owned houses， where 80% of aged people live， and educate people on the importance of 
environmental improvement. 
KEY WORDS : Regional Comprehensive Care Systems， Housing， Elderly 
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